参考資料４
○障害者基本法（抜粋）
（障害者基本計画等） 
第１１条
２  都道府県は、障害者基本計画を基本とするとともに、当該都道府県における障害者の状況等を踏まえ、当該都道府県における障害者のための施策に関する基本的な計画（以下「都道府県障害者計画」という。）を策定しなければならない。
５  都道府県は、都道府県障害者計画を策定するに当たつては、第３６条第１項の合議制の機関の意見を聴かなければならない。

（都道府県等における合議制の機関） 

第３６条  都道府県（地方自治法 （昭和２２年法律第６７号）第２５２条の１９第１項 の指定都市（以下「指定都市」という。）を含む。以下同じ。）に、次に掲げる事務を処理するため、審議会その他の合議制の機関を置く。 

一  都道府県障害者計画に関し、第１１条第５項（同条第９項において準用する場合を含む。）に規定する事項を処理すること。 

二  当該都道府県における障害者に関する施策の総合的かつ計画的な推進について必要な事項を調査審議し、及びその施策の実施状況を監視すること。 

三  当該都道府県における障害者に関する施策の推進について必要な関係行政機関相互の連絡調整を要する事項を調査審議すること。 

２  前項の合議制の機関の委員の構成については、当該機関が様々な障害者の意見を聴き障害者の実情を踏まえた調査審議を行うことができることとなるよう、配慮されなければならない。 

３  前項に定めるもののほか、第１項の合議制の機関の組織及び運営に関し必要な事項は、条例で定める。
○岡山県障害者施策推進審議会条例

　（趣旨）

第１条　障害者基本法（昭和４５年法律第８４号）第３６条第１項に規定する審議会その他の合議制の機関として、岡山県障害者施策推進審議会（以下、「審議会」という。）を置く。

　（組織）

第２条  審議会は、委員２０人以内で組織する。

　（委員）

第３条  委員は、次に掲げる者のうちから知事が任命する。

  一  関係行政機関の職員

  二  学識経験のある者

  三  障害者

  四  障害者の自立と社会参加に関する事業に従事する者

２  前項第二号から第四号までの委員の任期は、２年とする。ただし、同項第二号から第四号までの委員に欠員が生じた場合の補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。

３  第１項第二号から第四号までの委員は、再任されることができる。

　（会長）

第４条  審議会に会長を置き、委員の互選によってこれを定める。

２  会長は、会務を総理する。

３  会長に事故があるときは、会長があらかじめ指名する委員が、その職務を代理する。

　（庶務）

第５条  審議会の庶務は、保健福祉部において行う。

　（その他）

第６条  この条例に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、会長が定める。

　　　附則

　（施行期日）

１　この条例は、公布の日から施行する。

　（関係条例の一部改正）

２　非常勤職員の報酬及び費用弁償に関する条例（昭和三十二年岡山県条例第六号）の一部を次のように改正する。

　　　　〔次のよう〕略

　　　附則（昭和四七年条例第三六号）

この条例は、公布の日から施行する。

　　　附則（平成六年条例第四号）抄

　（施行期日）

１　この条例は、平成六年四月一日から施行する。

　　　附則（平成六年条例第九号）

　この条例は、規則で定める日から施行する。ただし、第一条の改正規定中「心身障害者対策基本法」を「障害者基本法」に改める部分は、公布の日から施行する。

　　　　（平成六年規則第三六号で平成六年六月一日から施行）

　　　附則（平成一二年条例第九六号）

　この条例は、平成十三年一月六日から施行する。

　　　附則（平成一七年条例第五三号）

　この条例は、公布の日から施行する。

　　　附則（平成二三年条例第三八号）抄

　（施行期日）

１　この条例中第一条の規定は公布の日から、第二条及び次項の規定は規則で定める日から施行する。

　　　附則

　（施行期日）

１　この条例中第一条の規定は公布の日から、第二条及び次項の規定は規則で定める日から施行する。

　　　　（平成二十四年規則第四十六号で平成二十四年五月二十一日から施行）

　（経過措置）

２　第二条の規定による改正前の岡山県障害者施策推進協議会条例第一条に規定する岡山県障害者施策推進協議会は、第二条の規定による改正後の岡山県障害者施策推進審議会条例第一条に規定する岡山県障害者施策推進審議会となり、同一性をもって存続するものとする。
○岡山県障害者施策推進審議会運営要綱
   岡山県障害者施策推進審議会条例（昭和４６年岡山県条例第５０号）第６条の規定に基づき、岡山県障害者施策推進審議会運営要綱を次のように定める。

（所掌事項）

第１条  岡山県障害者施策推進審議会（以下「審議会」という。）は、障害者に関する施策の総合的かつ計画的な推進について必要な事項及び障害者に関する施策の推進について必要な関係行政機関相互の連絡調整を要する事項の調査審議に関する事務を行うものとする。

（会議）

第２条  審議会の会議（以下「会議」という。）は、会長が招集する。

（議長）

第３条  会長は、会議の議長となり、議事を整理するものとする。

（部会）

第４条  審議会は、所掌事項にかかる専門事項を分掌させるため、部会を置くことができる。

２  部会に属する委員は、会長が指名する。

３  部会に部会長を置き、部会に属する委員のうちから互選する。

４  部会長は、会長の指揮を受け、部会の事務を掌握し、部会の経過及び結果を会長に報告する。

５  部会の運営その他に関し必要な事項は、部会長が会長の同意を得て定める。

（説明聴取）

第５条  会長は、必要に応じ適当と認める者の会議への出席を求め、その説明又は意見を求めることができる。

（議事録）

第６条  会長は、議事の経過について議事録を作成するものとする。

（その他）

第７条  この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、会長が定める。

参考資料５
○岡山県障害者施策推進審議会委員名簿  (50音順)
                          任期：令和２年６月１日～令和４年５月３１日
	氏名
	職名

	　１
	石原　秀郎
	岡山県自閉症協会理事長

	  ２
	伊山　義晴
	岡山県難病団体連絡協議会会長

	  ３
	小川　敏朗
	岡山県社会福祉協議会常務理事

	  ４
	嘉數　実加
	公募委員

	  ５
	片岡　美佐子
	公募委員

	  ６
	田中　美保子
	岡山県手をつなぐ育成会理事

	  ７
	德弘　昭博
	吉備高原医療ﾘﾊﾋﾞﾘﾃーｼｮﾝｾﾝﾀー院長

	  ８
	中島　洋子
	まな星クリニック院長

	９
	永田　恵子
	（旧）岡山県雇用開発協会会員

	１０
	難場　誠二
	公募委員

	１１
	福田　司
	岡山県議会議員

	１２
	藤井 真理子
	県立岡山東支援学校長

	１３
	藤田　勉
	岡山県身体障害者福祉連合会会長

	１４
	本田　政憲
	岡山県精神障害者家族会連合会常務理事

	１５
	眞野　なぎさ
	備前市保健福祉部長

	１６
	村社　卓
	岡山県立大学保健福祉学部教授

	１７
	薬師寺　明子
	美作大学生活科学部准教授


参考資料６
第４期岡山県障害者計画策定経過の概要
令和２年６月～７月　計画策定に係るアンケート調査を実施
　　　　　７月３１日　第１回岡山県障害者施策推進審議会・第１回岡山県自立支援協議会・
第１回岡山県障害者差別解消支援地域協議会の合同開催

　　　　１１月　９日　第２回岡山県障害者施策推進審議会・第２回岡山県自立支援協議会
　　　　　　　　　　　の合同開催

　　　　１１月２０日　パブリックコメントの実施（令和２年１２月２１日まで）

令和３年 ２月 ８日　第３回岡山県障害者施策推進審議会・第３回岡山県自立支援協議会
の合同開催
第４期岡山県障害者計画
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